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○ 本資料の位置付け

第６回宇宙輸送システム部会 MHI資料「新型基幹ロケットの開発に対する考え方」に基づき、
内容を更新している。

１．１ 新型基幹ロケット 運用の基本的考え方

将来に向けて我が国の安全保障等を目的とした自律的な輸送能力を保持していくため、官
需をベースロードとして、民需により機数確保を行うことで国の支出を押さえて産業基盤の維
持、強化、発展を目指す。

・ 事業体制については、迅速な意思決定や営業力の強化を念頭に置きつつ、他国の実例を
ベンチマークし、海外展開において我が国の総合力が発揮できる仕組みを構築する必要が
ある。（第６回輸送システム部会資料より）

今後、関連企業、政府機関と調整しながら検討を進める。

１．新型基幹ロケット開発・運用の目指す姿
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１．２ 新型基幹ロケット 開発の基本的考え方

基幹ロケットは、我が国の安全保障を中心とする政府ミッションを達成するため国内に保持
する必要があり、自律性を確保する上で不可欠な宇宙輸送システムである。その開発にあ
たっては、我が国の基幹ロケットとしての要求を満たすと同時に、利便性、価格、信頼性にお
いて、世界的にも競争力のあるロケットシステムを開発しなければならない。（第６回輸送シス
テム部会資料より）

・ 競争力のあるロケットの開発においては民間の力を活用した開発体制、即ち民間事業者
をプライム・コントラクターとして新型基幹ロケット機体システム開発を行う必要がある。開
発にあたり、機体システム、射場システムを一体化して最適化する必要があり、ＪＡＸＡとプ
ライム・コントラクターを中心とした民間企業各社で総合力を発揮できる開発体制を取らね
ばならない。（第６回輸送システム部会資料より）

・ ＪＡＸＡが有するヘリテージ（技術データの蓄積、開発成果等）、能力を最大限活用し、技術
リスクの低減、開発コストを削減する必要がある。（第６回輸送システム部会資料より）

１．新型基幹ロケット開発・運用の目指す姿
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１．３ 新型基幹ロケット開発・運用体制、役割分担の方向付け

１．新型基幹ロケット開発・運用の目指す姿
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目指すもの

将来に渡り国の自律的な輸
送能力を保持

⇒官需をベースロードとして、
民需により機数確保し、国
の支出を抑えつつ産業基
盤の維持・発展・強化を目
指す

開発フェーズ

○開発から運用までの打上げシステ
ム全体最適化

○コスト品質の最適バランスの下で
機体システムの機能配分とインテ
グレーション

○ベースロードとして官需確保
○まとめ発注 他

○国際競争力のある新型基幹ロケッ
トの開発

【実現手段】

 市場変化に柔軟に対応可能
なシステム
・ステージのモジュラー化

 製造・運用の観点から市場競
争力（コスト、品質等）のある
機体システム
・コンポーネントのモジュラー化
・部品の共通化
・特殊な工程/部品の削減
・機体製造/整備期間の短縮

運用フェーズ

○確実な打上げ
○民需獲得による機数確保

持続的な産業基盤維持政策

商業衛星市場
ミッション要求、調達要求

民間の役割

官の役割



１．３ 新型基幹ロケット開発・運用体制、役割分担の方向付け

○ 新型基幹ロケットでは、Ｈ－ⅡＢ開発をさらに発展させて、より民間に主体性を持たせた体
制を構築。

Ｈ－ⅡＢ開発ではＨ－ⅡＡ Ｆ６号機の失敗を受け、開発責任の明確化のため、製造企業が、一元的に全体を取り

まとめる体制（プライム化）に移行。運用を行う会社（ＭＨＩ）が、製造に直結する詳細設計から製造までの責任を負う
とした。

１．新型基幹ロケット開発・運用の目指す姿
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○ １．３項より、新型基幹ロケットの開発・運用における資金、責任区分案は下記となる。

２．新たな官民役割について
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*1：新型基幹ロケットとしての位置付け、打上げ能力、射点（場所）、年間打上げ機数、等

*2：開発範囲/期間、JAXA支援内容、契約単位、瑕疵担保条件、評価要領、ＩＰ資産、等

*3：機体ｼｽﾃﾑ構成、射場/機体ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ仕様、飛行安全ｼｽﾃﾑ、安全性・信頼性基準、等

*4：政府（JAXA取りまとめ）が、商業衛星ミッションについては民の知見を活かした要求を設定。

*5：総合システム（機体ｼｽﾃﾑ、射場設備、飛行安全ｼｽﾃﾑ）取りまとめ

*6：JAXAが有するヘリテージ（技術データ、開発成果等）の活用、国として維持すべき技術等については調整中

*7：アンカーテナンシーとして政府のまとめ発注がベースロード

ミッション要求*1 調達要求*2 開発仕様*3 開発 設計改善
打上げ

輸送サービス

機体システム 官*6/民 顧客*7

射場設備

飛行安全

機体システム JAXA*6/民 JAXA*6/民 民

射場設備

飛行安全

区分

開発フェーズ 運用フェーズ

資金

官*4

官 官

官 官

責任 JAXA*5/民協働

JAXA JAXA JAXA

官*4

：民間が主体性を持つ範囲



３．民間により主体性を持たせた開発・運用体制（案）について
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：開発責任を示す

○ 新型基幹ロケットの開発・運用体制（案）を下記に示す。

Ｈ－ⅡＡ／Ｂ打上げ輸送サービス機体を取りまとめるＭＨＩが機体システム・プライムとなる
と仮定した。



３．１ 政府の役割（案）

・ミッション要求は、商業ミッションについて民間の知見を活かし、政府（JAXA取りまとめ）
が制定する。

・政府（JAXA取りまとめ）は、調達要求の制定、開発プライム会社の指定を行う。

・政府は、新型基幹ロケット開発に関する中間評価を行う。

・政府は、ロケット打上げの事業基盤を固めるため、アンカーテナントとしての官需打上げ
の計画を設定、まとめ発注を行うと共に設計改善、部品枯渇対策に関する支援を行う。

・政府衛星を打上げる場合には、基幹ロケットを優先的に使用する。

３．２ ＪＡＸＡの役割（案）

・機体システム、射場設備・飛行安全システムを合わせた総合システムを取りまとめ、総合
システムの開発仕様（機体システム構成、射場／機体ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ、飛行安全ｼｽﾃﾑ、安
全・信頼性基準等）を作成、制定する。

・射場・開発設備、飛行安全システムの開発・運用を行う。

・自律性確保のための国として維持すべき技術、他機種との共通化、将来を見据えた要素
技術を取りまとめる。

但し、運用を行う会社（プライム会社）が運用段階で責任を持てる開発体制が必要。

・機体システム、射場設備の総合システム試験の位置付けである地上総合試験、試験機
打上げを行う。
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３．民間により主体性を持たせた開発・運用体制（案）について



３．３ 民間の役割（案）について

○ 開発プライム会社（ＭＨＩ）は、新型基幹ロケット開発の調達要求に対し、契約書に記載さ
れた制約条件の下で、別途にＪＡＸＡが実施する射場設備、開発設備及び飛行安全システ
ムと整合を取りつつ機体を設計・開発し、試験機打上げに関しては支援を行う。

制約条件とは、開発に関わる前提条件、開発目標に対する成果の評価基準などで、契約
前に調整させて頂く。

・商業受注活動の知見を活かしたミッション要求の検討を行い、政府（含むＪＡＸＡ）に提言
する。

・開発初期段階（予備設計、基本設計の一部）から、射場設備を含む総合システムに対し
機体システムの観点で関与し、開発仕様の作成に参画する。

・ＭＨＩは、調達要求に基づき、自らが選定した民間企業各社を取りまとめ、機体システム
プライムとして開発を行うと共に、品質、開発／実機コストの一元管理を行う。

○ ＭＨＩは、新型基幹ロケットを活用した打上げ輸送サービスを行う。

・ＭＨＩは、品質向上、顧客確保のために必要な設計改善（国が維持すべき技術について
は調整中） 、コストダウンを主体的に行い、確実な打上げと民需獲得に努力する。

３．民間により主体性を持たせた開発・運用体制（案）について
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Appnedix-1 新しい事業体制に対する考察（第６回輸送システム部会資料より）
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項目 日本 欧州 米国(SpaceX) 米国(ULA)

特徴 RSC体制：製造とりまとめの
責任が曖昧な体制であったた
め、民営化以降は、MHIに製
造を一元化した

MHI体制：営業、製造、打上げ
まで一貫して実施

ARIANESPACEは打上げサー
ビスに特化した組織

EADS Astriumによる機体シ
ステム製造プライムに移行

政府資金、調達保証を背景に
自社投資して開発

NASAの過去の技術を有効活
用して開発（Fastracｴﾝｼﾞﾝ等）

エンジンを含む機体製造から
打上げサービスまで一体化

官需をベースとしつつ商業衛
星打上げ市場進出を目論む

（自律性確保を目的とした基
幹ロケットではない）

政府が基盤維持契約と調達
保証で支援
米国の基幹ロケットとして位
置付けられている

機体製造から政府向け打上
げサービスまで一体化

○ 他国の宇宙開発、運用は、宇宙政策、特質を生かした体制を構築しており、今後、新型基幹
ロケットについてもこれらを参考に、関係機関と調整し、下記の観点で体制を構築していく。

⇒ 事業体制については、迅速な意思決定や営業力の強化を念頭に置きつつ、他国の実
例をベンチマークし、海外展開において我が国の総合力が発揮できる仕組みを構築す
る必要がある。

各国ロケット及びＨ－ⅡＡの開発・運用体制を下記に示す。


